
 

 

 

 

 

 

 

本年もよろしくお願い申し上げます令和４年 元旦 

 

◆人材確保等支援助成金の改正 

令和４年１月からの人材確保等支援助成金（テ

レワークコース）の改正です。本助成金は、新規

にテレワークを導入し、実際に従業員がテレワー

ク勤務を行う等した事業主に対して、機器の導入

等に要した費用の一部の助成が行われるものです

が、新たに「テレワーク用サービス利用料」が対

象となりました。 

◆どんな費用があてはまるの？ 

 具体的には、（１）リモートアクセスおよびリモ

ートデスクトップサービス、（２）仮想デスクトッ

プサービス、（３）クラウド PBXサービス、（４）

web会議等に用いるコミュニケーションサービ

ス、（５）ウイルス対策およびエンドポイントセキ

ュリティサービスに要した費用が、初期費用合計

５万円（税抜）、利用料合計 35万円（税抜）まで

対象となります。 

◆テレワークの活用を検討している場合は相談を 

 新たにテレワークの実施を検討していて、機器

の導入や上記のようなサービスの利用を検討して

いる場合、本助成金の活用が考えられます。受給

にあたっては実施計画の作成等、所定の手続きを 

行う必要があります。 

 

 

 

◆雇用保険マルチジョブホルダー制度とは？ 

 令和４年１月１日から 65歳以上の労働者を対象

に「雇用保険マルチジョブホルダー制度」が新設 

されました。これは、複数の事業所で勤務する 65

歳以上の労働者が、そのうち２つの事業所での勤

務を合計して以下の要件を満たす場合に、本人か

らハローワークに申出を行うことで、申出を行っ 

 

 

 

 

 

 

 

た日から特例的に雇用保険の被保険者（マルチ高

年齢被保険者）となることができる制度です。 

【適用要件】 

 ・複数の事業所に雇用される 65歳以上の労働者

であること 

 ・２つの事業所（１つの事業所における１週間

の所定労働時間が５時間以上 20時間未満）の労働

時間を合計して１週間の所定労働時間が 20時間以

上であること 

 ・２つの事業所のそれぞれの雇用見込みが 31日

以上であること 

◆手続きは本人が行うのが原則 

 マルチ高年齢被保険者であった方が失業した場

合には、一定の要件を満たせば、高年齢求職者給

付金を一時金で受給することができます。ただ

し、この制度では、マルチ高年齢被保険者として

の適用を希望する本人が手続きを行う必要があり

ます。 

◆事業主に求められること 

 マルチジョブホルダーがマルチ高年齢被保険者

の資格を取得した日から雇用保険料の納付義務が

発生しますので、制度についてしっかりと理解

し、対応していきましょう。 

 

「雇用保険マルチジョブホルダー制度について」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya

/0000136389_00001.html 
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テレワーク用サービス利用料が 

新たに助成金の対象に 

業務内容 
労働・社会保険の書類作成及び提出代行 

給与計算サービス（月次・賞与・年末調整） 

労使間トラブルの相談 

就業規則等の人事制度構築 

個別年金相談（老齢・障害・遺族） 

各種助成金の紹介、書類作成、提出代行 

 

雇用保険マルチジョブホルダー制度が 

          スタート 


